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和解と錯誤

























るが、一連の訴訟が生じた要因の一つに最判平成 18 年 1 月 13 日（民集 60
巻 1 号 1 頁）がある。この平成 18 年 1 月 13 日の最高裁判決により、貸金業



























問題となっていたのが、当時の貸金業法 43 条 1 項⑵で定める「債務者が利
息として任意に支払った」利息については弁済とみなすとする、みなし弁済












罰せられることのない金利部分のことをいう。このグレーゾーン金利は、平成 22 年 6
月 18 日に出資法の上限金利が利息制限法で定める上限利率である 20.0％に引き下げ


































時報 78 巻 11 号 94 頁。最判平成 18 年 1 月 13 日については多数の評釈がある。代表
的なものとして、小野秀誠「判批」別冊ジュリスト 224 号 116 頁、三木素子「判批」
法曹時報 59 巻 2 号 334 頁。
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率を定めた上で期限の利益喪失特約をつけていた場合には、超えた利息部分



















2　 大阪高判平成 24 年 6月 21 日　不当利得返還控訴事件（金融法務事
情 1960 号 133 頁）（原審　大阪地判平成 24 年 2 月 15 日　金融法
務事情 1960 号 138 頁）について（【判例 1】）
【事実の概要】
Xは、貸金業者である更生会社（管財人が訴訟を引き継ぎ控訴人Yとなっ





































ことから、双方とも貸金業法 43 条 1 項の適用を前提にして和解契約を締結
したとしたうえで、当時すでに平成 18 年 1 月 13 日の最高裁判決が言い渡さ
れており、約 18 年間にわたって継続された本件取引により相当額の過払金
債務が発生していることを更生会社は容易に認識できたとし、「これらの諸
事情を踏まえると、本件和解契約は、本件取引に貸金業法 43 条 1 項の適用
があることを前提とする貸付金債権の存否及びその金額に関する争いをやめ
ることとして締結されたものと認めるのが相当である。したがって、本件取






























































年 1 月 13 日の最高裁判決以降に和解契約を締結したこと、②債務者は過払
いに対する知識はあったと認められるが、弁護士などの専門家が関与せずに
和解しており、具体的な自己の取引についての過払金債権の存在を認識して










































3　 高松高判平成 24 年 9月 13 日　不当利得返還請求事件（金融法務事
情 1973 号 120 頁）（原審　高松地判平成 24 年 3 月 21 日　金融法
務事情 1973 号 124 頁）について（【判例 2】）
【事実の概要】
Xは、更生会社及び外数社からの借入があって、更生会社（管財人が訴訟







































































































































これらの事案は、いずれも上述平成 18 年 1 月 13 日の最高裁判決以前に和解
契約を締結していることから、和解契約締結時はまだみなし弁済が適用され
⑷　最判平成 18 年 1 月 13 日以前に締結した和解契約の効力につき、無効主張が認めら
れなかった事案として大阪高判 22年 6月 17 日（判タ 1343 号 144 頁）、東京高判 23年
9 月 9 日（判時 2137 号 47 頁 ）、東京地判 24 年 1 月 26 日（LEX/DB 文 献番号
25491192）、東京地判 24 年 2 月 28 日（LEX/DB文献番号 25491941）、東京地判 24・6・







まず東京高判平成 23 年 9 月 9 日（判時 2137 号 47 頁）（【判例 3】）は、Xが、




































また同様に、最判平成 18 年 1 月 13 日以前に和解契約を締結し、実は和解
時にみなし弁済の適用が無ければ貸金業者側はすでに債権者と言えなかった
が、弁護士などの法律家に依頼せずに和解契約を締結した事案である東京地



















上記の判旨をまとめると、【判例 1】【判例 2】の高裁判決および【判例 3】【判
例 4】は、過払金債権についても和解契約の争いの対象となっていたとして、


















































たことを理由にXが無効主張する場合である（最判昭和 33 年 6 月 14 日民
























































































すでに最判平成 18 年 1 月 13 日の判断が示された後に和解契約を締結してい
たことから、貸金業者は自分が過払金債務を負っていることは認識していた
といえる状況であったにもかかわらず、それぞれの高裁は原審の判断を覆し
て、和解契約を有効と判示した。これは 696 条の「争いの目的」の判断基準
があいまいであるために生じた問題であると考える。確かに、債権債務につ
いて和解する際に、交渉の状況によって過払金の有無と債務は表裏の関係に
あると解釈することは可能である。また、和解契約締結において過払い債権
の有無を争いの対象としていた場合に 696 条で処理して錯誤を認めないこと
そのものは、理論上問題がないようにも見える。しかし、少なくとも法的知
識を有しない債務者が法律家の関与しない状況下で和解する際に、単に取引
履歴を開示されたことや、過払いというものを一般的抽象的に知っていたと
いうことだけで、過払金債権について互譲する意図があったとするのは公平
性を欠くと考える。一般的な和解と異なり、貸金業者と一般債務者との間に
おける債権債務に関する和解については、両者の事実上の力関係、情報量の
格差があることは明らかであり、その点を考慮していないこと、又、そもそ
も和解契約の及ぶ範囲について客観的前提を欠く場合であることを意識せず
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に、従来の和解と錯誤の判断基準を当てはめて結論を導いたことが、二つの
高裁判決の問題点であると考える。
